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第１０３回安来市議会定例会３月定例会議の開議に当たり、

令和７年度の市政運営の基本的な考え方と主要施策について

申し上げます。 

 

１．市政運営の考え方 

　はじめに、市政運営の考え方についてであります。 

　これまでの１期４年間、「オールやすぎ」で諸課題に取り組み、

様々な芽が出始めてきたところです。 

　出始めた芽を形にしていくため、引き続き市民の皆様の声に

耳を傾けながら、より一層の強い責任感、使命感をもって、各

種施策、事業を進めてまいる所存であります。 

　特に喫緊の課題である「人口減少対策」に重点をおき、「新た

なまちづくり」をはじめとした、定住につながる多角的な取組

を、「行財政改革」により財源を確保しながら、着実に進めてま

いります。 

 

人口減少対策につきましては、平成２７年に「安来市人口ビ

ジョン」を策定し、その後、「安来市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」による事業等、様々な取組を進めてきたところです。

しかしながら、ビジョンで掲げる目標人口とのかい離が年々進

んでいる状況にあったことから、この度、人口ビジョンの見直

しを行うこととしました。 

新たな人口ビジョンでは、国立社会保障・人口問題研究所が

示す算出方法を用いた、２０７０年の推計人口から約５千人の

増加を目指し、人口２万人の維持を目標に掲げることとしてお
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ります。 

現在、令和８年度から令和１７年度までを計画期間とする第

３次安来市総合計画の策定に向けて取り組んでおります。あら

ゆる分野に影響を及ぼす人口減少への取組は最も重要な課題

となっており、次の基本計画、総合戦略では中長期的な施策の

方向性を明確にし、若い世代の人口減少を抑制しながら、市民

一人一人が満足度の高い生活ができる、持続可能なまちづくり

に向けて取り組んでまいります。 

 

　新たなまちづくりの起点となる、安来スマートインターチェ

ンジ（仮称）整備事業につきましては、令和６年９月に国土交

通省から新規事業化の決定について発表されました。スマート

インターチェンジを新たに設置することにより、観光や産業の

振興をはじめ、災害時における復旧活動や救命救急医療の迅速

化など、多くの効果が期待できるものであります。令和７年度

から測量調査設計に取りかかるため、現在、安来市と西日本高

速道路株式会社との間で測量設計の準備を進めております。ス

マートインターチェンジの周辺開発も考慮しながら、新たなま

ちづくりに向けて取り組んでまいります。 

　株式会社出雲村田製作所の工場立地計画につきましては、現

在、同社、島根県、安来市の三者による「切川地区での工業用

地の造成に係る基本合意協定書の締結に向けた協議」を進めて

いるところで、協議が順調に進めば、今後、協定の締結、造成

工事へと進んでいく予定であります。 

この立地が実現すれば、雇用の創出が見込めることはもちろ
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ん、定住の促進や地域経済の活性化に大きな効果があるものと

考えており、安来市の「新しいまちづくり」に大きく貢献いた

だけるものと期待をしています。 

島根県とも連携を図りながら、引き続き立地実現に向けて取

り組んでまいります。 

　地域を愛する「ひとづくり」につきましては、ふるさと教育

の推進により、児童・生徒の地域に対する愛着、誇りや貢献意

欲の醸成を図っており、引き続き安来の教育資源となる「ひと」

「もの」「こと」を活用し、地域の協力を得ながら取組を進めて

まいります。 

　また、高校魅力化推進事業につきましては、令和７年度も高

校魅力化推進員２名を配置し、高校生と地域の協働活動をサポ

ートしてまいります。島根県立大学とも引き続き連携し、大学

生や地域で活躍する大人が参画する高校生向けキャリア講座、

地域課題解決に取り組むプロジェクト、地元企業を知るための

企業見学バスツアーの開催など、様々な事業を展開してまいり

ます。 

高校と地域の関わりを深めることにより、教育の質や地域力

の向上を目指し、地域の次世代を担う人材の育成を図ってまい

ります。 

　つながり創出による市内就職促進事業につきましては、高校

生と地域のつながりを進学後も維持することで、大学卒業後の

市内就職を促すため、大学生等に向けて関係機関と連携した情

報発信を行ってまいります。併せて市内企業の合同説明会を開

催するなど、地域の将来を担う若年層の人材還流を目指した取
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組を強化するとともに、「安来企業ガイドブック」の改訂を行い、

より充実した内容で市内企業の魅力が発信できるよう取り組

んでまいります。 

 

　新たなまちづくりに必要となる財源確保に向けて、引き続き

行財政改革の取組を進めてまいります。財源確保策の一つとし

て取り組んでいる、基金の運用につきましては、令和３年度か

ら、市が保有する基金を活用し、国債、地方債などの債券によ

る運用を開始しており、令和７年度においては１千万円を超え

る運用益を確保できる見込みとしております。 

　また、市の所有施設における高圧電力の需給契約について、

令和６年度に電力会社と料金メニューの比較検討を行い、施設

ごとに電力調達方式の見直しを行った結果、令和７年度の高圧

電力電気料金は３千万円を超える削減効果額を見込んでおり

ます。 

今後も行財政改革に積極的に取り組み、誰もが幸せを感じ、

夢を持ち、安心･安全な暮らしができる事業の財源を確保し、次

の世代につなぐ新たな安来市を創っていきたいと考えており

ます。 

 

　安来の魅力発信、企業誘致、民間連携、国への働きかけなど、

トップセールスにも務めながら、引き続き行政のトップとして、

スピード感を持って決断、実行し、全身全霊で市政運営に取り

組んでまいります。 
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２．令和７年度の予算案の概要 

それでは、令和７年度当初予算案の概要を申し上げます。 

歳入のうち、市税は、物価高騰の影響から市内経済の回復の

兆しが見えない中、厳しい状況にある一方、令和６年度の定額

減税の影響がなくなったこと、また賃上げの影響により個人住

民税が増加傾向であることから、全体では１．０％増の４８億

６千万円余を見込みました。 

一般財源の総額につきましては、普通交付税や財政調整基金

繰入金の増などにより、１．１％増の１７０億円余を見込んで

おります。臨時財政対策債については、平成１３年度の制度創

設以来、初めて発行額がゼロとなりました。また、臨時財政対

策債を除いた市債額は、対前年度で３２．５％増の３３億 1 千

万円余となりました。 

歳出は、人件費は令和６年度の人事院勧告に対応した給与改

定等に伴い対前年度９．２％増の５３億８千万円余、物件費に

おいて、賃金上げ、物価高騰の影響により、対前年度３．８％

増の５０億円余、扶助費は令和６年１０月からの子ども手当、

児童扶養手当、平成７年４月からの子ども医療費助成の制度拡

充などで、対前年度１０．３％増の４１億円余、投資的経費は、

養護老人ホーム鴨来荘移転新築事業、安来港飯島線道路改良事

業、安来スマートインターチェンジ（仮称）整備事業などによ

り、対前年度２９．８％増の４４億４千万円余となりました。 

その結果、一般会計の当初予算総額は、対前年度１８億円増

の２８８億７千万円となりました。令和７年度末の市債残高は

２６６億円余、基金残高は３５億円余を見込んだところでござ
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います。 

 

３．令和７年度主要施策の概要 

それでは、総合計画に掲げております７つの分野に沿いまし

て、令和７年度主要施策の概要を申し上げます。 

 

（１）保健・医療・福祉 

　はじめに「保健・医療・福祉分野」についてであります。 

 

（市民の健康づくりの推進） 

　医師・看護師等の確保対策につきましては、今後の地域医療

を担う医師、看護師等の確保を目的とした奨学金事業を実施し

ているところです。特に不足している医師の確保が図れるよう、

医学生に対する貸与額の拡充を行い、安全安心な医療提供体制

の充実に向け取組を進めてまいります。 

　市民の健康づくりと食育推進につきましては、健康増進計画

と食育推進計画を包含した「健康やすぎ２１」を策定し、関係

機関と連携しながら、事業を推進しているところです。現計画

が令和７年度で終期を迎えることから、令和８年度から令和

１７年度までを計画期間とする、次期計画の策定を行ってまい

ります。生活習慣病予防や食育を中心に、地域の実態や健康意

識の変化などを調査するとともに、現計画の評価を踏まえ、新

たな目標設定や具体的な行動計画を策定し、市民や関係機関と

共に事業を推進してまいります。 

　フレイル予防につきましては、新たにＩＣＴを活用した事業
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として、スマートフォン等で自らのフレイル状態がチェックで

きるアプリを導入します。誰もが簡単に参加しやすいフレイル

予防を推進し、元気な高齢者の増加に努めてまいります。 

　感染症等の予防対策につきましては、従来の各種予防接種事

業に加えて、令和７年度から国の定期接種となる、帯状疱疹ワ

クチンの予防接種を実施し、帯状疱疹の発症抑制と重症化予防

に努めてまいります。 

　安来市立病院につきましては、２月７日に開催された「第３

回安来市医療提供体制検討委員会」での経過を踏まえ、引き続

き、市と社会医療法人昌林会において、医療提供体制の将来像

について議論を深め、基本構想を策定してまいります。 

　医療機能の連携推進につきましては、昨年１２月に安来市を

含む松江医療圏の１０病院が医療機能連携協定を締結しまし

た。この協定は、２０４０年に向けて高齢化や人口減少がさら

に進行すると推計される中、病院間の連携を強化し相互の機能

を補完し合うことで、地域全体で質の高い医療を持続的に提供

することを目的としたものです。この協定を基に引き続き広域

的な医療連携を積極的に推進し、地域全体で医療体制を守るた

めに取り組んでまいります。 

　医療ＤＸ推進につきましては、現在、安来市立病院では鳥取

大学医学部附属病院と連携し、遠隔医療システム「テラドック

ヘルス」の活用により、救急医療等において専門医による診察

とアドバイスを受けられる体制を整えております。今後、新た

な取組として、マルチタスク車両とテラドックヘルスを用いた

巡回診療の実施を検討し、地域の皆様が身近な場所で適切な医
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療サービスを受けられるよう努めてまいります。 

 

（地域福祉の充実） 

　介護人材の確保につきましては、市の定住支援サイト「やす

ぎぐらし」を活用し、市内介護事業所の紹介ページの充実を図

り、実際に市内事業所で働く方の声を掲載するなど、職場や介

護業務の魅力を発信してまいります。また、新卒者向けに市内

の事業者を紹介したパンフレットを作成し、近隣の高校や大学

等へ配布を行うなど、新卒学生をメインターゲットとして市内

介護事業所のＰＲを行い、情報発信の強化を図ってまいります。 

また、介護人材の就労初期の定着促進を図るため、市内の介

護事業所の新たな就職者に対し、就労勤続年数に応じ就労５年

目まで、毎年度、就業継続支援金を給付してまいります。あわ

せて、日本人の介護人材不足が顕著となる中、介護福祉士養成

施設を卒業した外国人を雇用する市内介護事業者に対し受入

れに要する費用の一部を助成する制度を創設してまいります。 

　訪問介護事業所がない市内南部地域におきましては、令和６

年度に開設に必要な初期費用や人材確保を支援する中山間地

域等訪問介護事業所開設支援事業を創設したところです。この

度、伯太町井尻地区と広瀬町布部地区に、それぞれ訪問介護事

業所が開設される運びとなりました。住み慣れた地域で安心し

て住み続けられるよう、引き続き中山間地域での新規サービス

事業者の安定経営に向け、支援を行ってまいります。 
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（高齢者福祉の充実） 

　ふれあいプラザと夢ランドしらさぎの管理・運営につきまし

ては、サウンディング型市場調査の結果を踏まえながら、今後

の施設運営の方針の検討を行ってまいります。 

　養護老人ホーム鴨来荘の移転整備につきましては、順調に事

業が進んでおり、令和８年１月の竣工に向けて、引き続き施設

整備を進めてまいります。 

 

（障がい者福祉の充実） 

　障がい者福祉の充実につきましては、地域子育て支援センタ

ーどじょっこにおいて、発達障がいの疑いや経過観察が必要な

就学前の児童に対して、小グループにおける関わりを通して心

身の発達を促しながら、スムーズに就学ができるよう取り組ん

でいるところです。令和７年度は、スタッフを増員し、よりき

め細やかな対応となるよう取り組んでまいります。 

　また、放課後等デイサービスをはじめとする障がい児通所サ

ービスの利用者数が年々増加しており、市内の事業所では対応

しきれない状況が続いておりましたが、既存の３事業所に加え

て、新たに１事業所が開設を予定されており、今後市内のサー

ビスがより充実していくことを期待しております。 

 

（社会保障の充実） 

　子どもの居場所づくりにつきましては、子ども食堂の開設や

事業継続に際して、その経費の一部を支援する子どもの居場所

創出支援事業に取り組んでおり、現在、市内には「しまね子ど
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も食堂ネットワーク」に登録している子ども食堂が７カ所開設

されているところです。こうした支援を継続しながら、引き続

き地域社会の発展と子供たちの健やかな成長を図ってまいり

ます。 

 

（２）子育て・教育・文化 

次に「子育て・教育・文化分野」についてであります。 

 

（結婚・出産・子育て支援の充実） 

　子ども医療費の助成につきましては、医療費の自己負担が無

料となる対象を中学３年生までから高校３年生までに拡充し、

子育て世代の経済的負担の軽減と子どもの健やかな成長を支

援してまいります。 

　ビタミンやミネラル、食物繊維などを多く含む金芽米を活用

した子育て支援につきましては、妊産婦の方に無償提供する

「マタニティ応援プロジェクト事業」、市内の保育施設で提供

するご飯給食を金芽米に切替え、給食費を負担する３歳児から

５歳児に無償で提供する「主食費無償提供事業」を、それぞれ

継続して実施し、妊産婦と幼児の健康増進を図るとともに、子

育て世帯の負担軽減を図ってまいります。 

　また、学校給食における金芽米提供につきましても、継続し

て実施してまいります。 

 

　新たな子育て支援として、企業版ふるさと納税を活用し、市内

２５０店舗以上で使用できるｄポイントを付したデジタルギ
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フトを妊婦の方に贈呈する、「出産応援デジタルギフト贈呈事

業」を令和７年４月より開始いたします。 

　保育人材の確保につきましては、私立保育施設の保育人材確

保を図るため、清掃業務や消毒、給食の配膳、寝具の用意、片

付けなどの保育周辺業務を行う、保育支援者配置への補助を拡

充し、保育士の業務負担軽減を図ってまいります。また、島根

県と共同で保育士派遣事業を実施し、保育需要に対応した安定

的な保育体制の構築を図ってまいります。 

　また、日常生活を送る上で医療的なケアを必要とする、医療

的ケア児を保育施設で受け入れ、ケア児の健やかな成長を図る

とともに、その家族の離職を防止し、誰もが安心して育児と仕

事の両立ができるよう、支援を行ってまいります。 

　放課後児童健全育成事業につきましては、放課後児童クラブ

の利用ニーズが年々増加傾向にあることから、待機児童の解消

のため、民設の１クラブを追加し、受入体制を拡充してまいり

ます。 

　幼児通級指導教室事業につきましては、スムーズな就学につ

なげるために小学校就学前から必要な支援を行うとともに、子

どもが自分らしく、自分のペースでコミュケーションスキルや

ソーシャルスキル等を身につけていくことができるよう、心身

の調和的発達の基盤を培う場として、幼児通級指導教室の開設

に向けた準備を進めてまいります。 

　妊娠・出産における支援につきましては、妊産婦等が抱える

悩み等について相談支援等を行う「産前・産後サポート事業」

と、出産後の母子に対して心身のケアや育児支援を行う「産後
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ケア事業」を実施するとともに、これらの事業を行う市内施設

の修繕等を行う「産後ケア・産前・産後サポート施設整備事業」

を一体的に実施し、安心して出産、子育てができる支援体制を

新たに構築いたします。 

　 

（学校教育の充実） 

　学校運営協議会につきましては、令和６年度に市内全ての小

中学校に設置が完了し、令和７年度から本格的に動き出すこと

となります。今後は、さらに学校と地域が相互に理解を深め、

連携・協働し、教育活動を充実させるとともに、地域とともに

ある魅力ある学校づくりを進めてまいります。 

　小中学校適正配置の検討につきましては、令和５年度に策定

した「安来市立小中学校適正配置基本計画」に基づき、再編を

着実に進めております。広瀬小学校、山佐小学校、布部小学校

校区につきましては、使用する校舎と再編する時期が決定しま

したので、引き続き再編に向けた準備を進めてまいります。

また、第二中学校、伯太中学校校区につきましては、校舎新設

の場所を決定し、さらにハード、ソフトの両面から開校に向け

た検討を行っていく考えであります。 

教育環境の充実に向けて、教職員が子どもたちに向き合える

時間の確保や教育の質の向上を目指し、多方面から学校業務の

見直しを進めており、令和７年度からは、全校にスクール・サ

ポート・スタッフを配置いたします。また、引き続き外国人転

入児童対応のため、該当校に学習支援員を配置し、学習面・生

活面での支援を行ってまいります。国のＧＩＧＡスクール構想
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は第２期を迎えましたが、今後は授業だけでなく校務において

もクラウド活用を進め、校務の情報化や効率化を図り、教職員

の働き方改革を進めてまいります。 

　中学校の部活動支援につきましては、さらに取組を進め、単

独での部活動指導や大会引率が可能となる部活動地域連携指

導員の配置を行います。全ての子どもたちに豊かなスポーツ・

文化芸術活動の機会を地域全体で創り、充実させていくことが

できるよう、部活動の在り方についても議論を進めてまいりま

す。 

学校給食につきましては、令和７年度から給食費の改定を予

定しています。給食費改定に当たっては、保護者の急激な負担

増とならないよう、２か年をかけ、段階的に引き上げることと

しております。 

　やすぎ懐古館一風亭における高校生学習室開設事業につき

ましては、市内高校生からの「勉強のできる場を増やしてほし

い」との要望を受け、令和４年度以降、試行的な実施を経て、

令和６年度から一風亭の事業として取り組んでおります。子供

達の学習環境をしっかり確保するとともに、将来の安来市を担

う人材が育ってくれることを期待しているところです。 

 

（スポーツ活動の推進） 

　スポーツ活動の推進につきましては、安来市のスポーツ行政

の指針となる第２期安来市スポーツ推進計画が令和７年度で

計画期間の終期を迎えます。国や島根県のスポーツ推進計画と

整合を図りながら、令和８年度以降を計画期間とする第３期安
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来市スポーツ推進計画を策定してまいります。 

　全国高等学校総合体育大会につきましては、令和７年８月５

日から９日までの日程で、安来市民体育館を競技会場にフェン

シング競技大会が開催されます。安来市でのインターハイ・フ

ェンシング競技大会は、３０年ぶりの開催となります。安来市

実行委員会を中心に関係団体と密に連携を取りながら、しっか

りと準備を進めてまいります。 

　市内のスポーツ施設につきましては、令和１２年度に開催さ

れる国民スポーツ大会などの大規模大会の開催に向け、整備や

修繕等の検討を進めてまいります。また、安来運動公園野球場

につきましては、電光スコアボードの改修に向けた準備など、

施設の老朽化による改修等を計画的に進めてまいります。 

　ｅスポーツにつきましては、令和５年度から開催しておりま

す「ｅスポーツ運動会」を引き続き開催します。ｅスポーツを

交流や連携ツールの一つとして位置付け、多くの方にｅスポー

ツを体験していただけるよう、取り組んでまいります。 

 

（文化・芸術活動の推進） 

　和鋼博物館改修事業につきましては、令和８年度以降の施工

に向けて、全館空調設備の設計を進めてまいります。改修事業

により、たたらとハガネを活かした文化振興を一層推進してま

いります。 

　文化財の保存と活用につきましては、国の重要文化財である

雲樹寺四脚門が、軒先や屋根瓦の傷みなどが目立つことから部

分修理が行われており、令和７年度は、屋根瓦の葺き直しなど
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の修復工事が行われます。文化財所有者の改修費負担を軽減す

るため、補助金による支援を行い、貴重な文化財を後世に着実

に伝えていけるよう、取り組んでまいります。 

　総合文化ホール「アルテピア」につきましては、１０月２３

日にＮＨＫ２０２５全国放送公開番組「新・ＢＳ日本のうた」

の公開収録が決まりました。今後も魅力的なイベントの開催に

より文化芸術に親しむ機会を創出し、安来市の文化芸術の拠点

施設として市民の心豊かな生活を醸成してまいります。 

 

（国際交流の推進） 

　国際交流事業につきましては、韓国密陽市と行っている中学

生の海外派遣事業を台湾新店区とも実施いたします。安来市の

子どもたちの国際感覚を養い、急速に進むグローバル社会に対

応できる人材の育成に向けて、引き続き取組を進めてまいりま

す。 

 

（３）防災・防犯 

　次に「防災・防犯分野」についてであります。 

 

（消防・防災対策の充実） 

防災対策の推進につきましては、災害時における住民等から

の通報があった際に、災害対策本部と現場で対応する職員の間

でリアルタイムに情報共有を図り、迅速かつ適切に対応ができ

るよう、ＧＩＳの基盤図等をベースとした災害情報共有システ

ムを新たに導入し、防災対策の一層の強化を図ってまいります。 
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また、自宅や学校周辺等、身近に起こり得る災害リスクを市

民の皆様に知っていただくために、新たに島根県が公表する洪

水浸水想定区域を反映した「やすぎ市民防災マップ」を更新し、

市内全戸に配布いたします。引き続き、自助・共助の重要性や

日頃の備えなどの普及啓発を図ってまいります。 

内水対策事業につきましては、豪雨等の異常気象による浸水

被害を防ぐため、東飯島の排水ポンプの整備を年次計画により

引き続き行います。 

　緊急通報を受信する消防指令システムにつきましては、運用

開始から１０年が経過することから、保守期限を超える装置の

更新とソフトウェアの更新を進めてまいります。令和７年度は、

指令システムの維持に最低限必要となる電源設備の部分的な

更新を行ってまいります。 

　消防車両につきましては、伯太分署所属の消防ポンプ自動車

の更新を行うこととしております。 

　また、比田分駐所の移転に伴い、旧庁舎の解体を行うととも

に、比田交流センターの駐車場整備と認定こども園比田の門柱

改修など、周辺の整備を行ってまいります。 

 

（４）産業・観光・雇用 

　次に「産業・観光・雇用分野」についてであります。 

 

（農林水産業の振興） 

　農業の担い手支援につきましては、新たな担い手の確保と中

核的な担い手へ発展していくため、新規就農者、認定農業者、
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農業経営体等が必要な施設、機械、ハウス等を整備する費用に

対し、島根県、ＪＡ等の関係機関と連携しながら支援をしてま

いります。 

　農業後継者の高齢化・担い手不足などの課題解消につきまし

ても、就農に向けた各種資金の交付や地域において就農前から

就農後までをトータルでサポート出来るよう、島根県、ＪＡ等

の関係機関と連携した支援を実施してまいります。 

　中山間地域等直接支払交付金交付事業につきましては、令和

７年度から始まる第６期対策に引き続き取り組み、集落ぐるみ

の共同活動を推進し、将来に向けて共同活動が継続できる体制

づくりや、スマート農業による作業の省力化・効率化を図る取

組を支援してまいります。 

　畜産振興につきましては、令和７年１０月に北海道で開催さ

れる第１６回全日本ホルスタイン共進会に向けて、候補牛の共

進会出品と上位入賞を目指し、「安来市全共・全ホル出品対策協

議会」をはじめとする関係機関、農家が一丸となって取組を進

めてまいります。 

　また、令和９年に北海道で開催される第１３回全国和牛能力

共進会に出品する候補種牛（しゅぎゅう）の育成を開始する時

期となります。県出品対策本部と連携し、優秀な種牛に育つよ

う取組を強化してまいります。 

　林業振興につきましては、包括連携協定を締結している島根

大学の学術技術指導制度を活用して、林業ＤＸや林業人材育成

の推進を含む諸課題について、教員の助言・指導を求め、専門

的な知見を活かすとともに、林業事業体等と連携し、森林整備
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に関する研究や、木材流通と木材用途拡大に関する研究と実証

を進めてまいります。 

　また、林業従事者の育成並びに技術力の向上、林業の担い手

確保のため、伯太町地内の山林において林業人材育成拠点整備

に係る道路改良、駐車場設置等の工事を行い、令和８年度の供

用開始に向けて準備を進めてまいります。 

　県営事業による圃場整備につきましては、排水対策や水管理

の省力化を含めた大区画圃場整備を吉田地区、宇賀荘第三地区、

下山佐地区、飯梨地区において継続してまいります。 

　あわせて、中山間地域農業農村総合整備事業により、引き続

き中山間地域における農地・農業用施設の整備を進めるほか、

農村防災施設整備事業による大郷農道の整備や、農村地域防災

減災事業による山辺大堤の改修も継続してまいります。 

　スマート農業の推進につきましては、令和５年度に策定した

「安来地域情報通信環境整備計画」に基づき、農村地域におけ

る情報通信技術（ＩＣＴ)の活用を図ってまいります。令和７年

度は、飯梨川沿岸地域の幹線用水路取水口となる富田頭首工と

下流の石原除塵機の遠隔監視を整備することとしております。

遠隔監視の導入により、当該施設の管理を行う職員の業務コス

トを大幅に削減できることから、農業従事者の負担軽減のモデ

ルケースにもなり、スマート農業の普及に繋がるものと考えて

おります。 

 

（商工業の振興） 

　企業立地雇用促進奨励金事業につきましては、令和６年度に
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賃借料の助成期間の延長、雇用促進奨励金の増額のほか、新た

に用地造成費助成金を新設するなど、制度の拡充を図ったとこ

ろであります。引き続き、立地企業に対する投資への支援と民

間による用地造成を促し、企業立地を推進してまいりたいと考

えております。 

　雇用の創出につきましては、若者や女性に選ばれる多様な就

労ニーズを満たす雇用の場の創出が課題となっており、近年は

ＩＴ企業をはじめとするソフト産業の誘致に力を入れて取り組

んでまいりました。令和５年度にはＩＴ企業の株式会社ＳＩＣ

デジタルを誘致し、情報科学高校の卒業生が就職されるなど、

実績も出てきております。引き続き企業誘致により多種多様な

雇用の場を創出するとともに、産業の振興を図ってまいります。 

 

（観光の振興） 

　安来節の振興につきましては、新たな取組として令和６年度

観光庁補助事業「特別な体験の提供等によるインバウンド消費

の拡大・質向上推進事業」を活用し、「ネオ安来節」を制作しま

した。安来節の認知度をさらに高めるとともに、伝統芸能・安

来節を後世に伝えていくため、若い世代や外国の方にも安来節

を知っていただき、興味を持っていただくきっかけとなる新た

なコンテンツとして制作したものです。今後はネオ安来節も活

用し、各種イベントでの披露やＳＮＳ等により、安来節の魅力

を広く発信してまいります。 
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（５）都市基盤・生活 

　次に「都市基盤・生活分野」についてであります。 

 

（道路・交通網の充実） 

　立地適正化計画につきましては、人口減少社会となり、適切

な居住地域の人口密度を保つため、居住者の誘導を図る区域、

公共施設や公共交通など都市機能の誘導を図る区域を都市計

画区域に定めることができる土地利用の計画であります。現在、

線引きの存廃に関する土地利用の方針を検討しているところ

ですが、今後の居住における宅地利用について、一定の誘導を

図る必要があると考えられることから、計画の策定に着手する

ものであります。市民、関係団体の皆様、都市計画審議会から

意見を伺いながら、概ね２年間をかけ策定してまいります。 

高留鼻線道路改良事業につきましては、現在、本路線の隣接

地において、民間企業による土地利用計画の取組が進められて

いるところで、地質調査業務と隣接地で計画されている工場用

地造成に伴う発掘調査を行い、民間の計画に歩調をあわせ、道

路整備事業の進捗を図ります。 

　安来港飯島線道路改良事業につきましては、通学路として多

数の児童・生徒が利用し、交通量も多い路線であることから、

車道の拡幅に併せて歩道の整備を進めております。令和７年度

は主に吉田橋橋梁上部工の製作を進め、関連する道路改良、水

道等の物件移転も進めながら、事業進捗を図ってまいります。 

原代宮内線道路改良事業につきましては、沿線には工場等が

点在し、多数の大型車両が通行する伯太町安田中地区と東母里
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地区を結ぶ重要な路線であります。令和７年度は、排水構造物

の整備、車道と歩道部の舗装により、第 1 期改良区間の完成に

向け、整備を行ってまいります。 

　地域公共交通の推進につきましては、全国的なバスドライバ

ー不足により、バス路線の維持が困難になってきている状況に

対応するため、イエローバスの代行として路線の一部でタクシ

ー車両を使用する事業を、令和６年度に引き続き、広瀬＝宇波

線の一部で行ってまいります。イエローバスの運行だけでなく

本事業や宇波・比田の地域内輸送など、市内の様々な資源の活

用により、引き続き市民の移動手段の確保に努めてまいります。 

　令和５年度から実施しております「宇賀荘あいのりタクシー」

につきましては、事業開始から多くの市民の皆様にご利用いた

だいているところです。本事業を二種免許を持たない一般のド

ライバーの方にも参加いただけるような仕組みにすることで、

担い手の確保を図り、ドライバー不足により困難であった「あ

いのりタクシー」事業の拡大を図ってまいります。宇賀荘地区

での取組を他地区でも活用し、公共交通の利便性の向上を図っ

てまいりたいと考えております。 

 

（住環境の整備） 

　空き家対策につきましては、空き家になる前の対策が重要で

あることから、「住まいの引継ぎノート」を作成し、令和６年１１

月に市の広報紙に併せて配布を行ったところです。今後は「住

まいの引き継ぎノート」の活用促進や空き家対策説明会の開催

により、空き家対策の啓発に取り組むとともに、空き家管理シ
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ステムをＧＩＳ統合型システムへ移行し、業務の効率化を図っ

てまいります。 

　旧市営長谷津団地につきましては、令和５年度から一部区画

を建物解体条件付き譲渡入札により民間事業者へ譲渡し、宅地

分譲を進めております。残り区画について、解体期間を令和７

年度から令和８年度までとした譲渡入札を行い、宅地分譲に向

けて準備を進めてまいります。 

　市営末広団地・大栄団地につきましては、新たに市営大塚団

地として建て替えるため、現在１期工事として６戸の建設を行

っております。１期工事終了後は、２期工事として、令和７年

度から令和８年度にかけ８戸の建設を行う予定としておりま

す。 

 

（上・下水道の整備） 

　水道施設等の耐震化につきましては、能登半島地震による被

災実態を踏まえて耐震化を促進する方針を強化した国の指示

により、新たに「安来市上下水道耐震化計画」を策定しました。

今後は、取水施設や浄水場、配水池などの重要な水道施設並び

に上下水道管路の老朽度に関わらず災害時の拠点病院や避難

所などにつながる管路の耐震化を最優先に進める方針とし、住

民生活の生命線である水が、災害によって絶たれることのない

強い上下水道を目指して取り組んでまいります。 

 

（情報化社会の構築） 

　安来市ＤＸ推進計画に掲げるデジタルデバイド（情報格差）
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対策として、携帯電話不感世帯において、フェムトセルを設置

し電波環境を改善する事業を実施いたします。令和６年度は、

携帯電話基地局の整備要望をいただいていた自治会の世帯を

対象としておりましたが、令和７年度から対象を市内全域の不

感世帯に拡充してまいります。 

 

（６）自然・環境保全 

次に「自然・環境保全分野」についてであります。 

 

（自然環境の保全） 

　景観計画につきましては、今後の安来市として良好な景観を

維持するため、景観計画の前提となる、景観行政団体に令和７

年度から移行し、景観計画の策定に着手してまいります。 

 

（再生可能エネルギーの利用） 

　再生可能エネルギーの利用推進につきましては、近年、世界

的に注目され、日本の再生可能エネルギー拡大の切り札として、

大きな期待が寄せられているペロブスカイト太陽電池につい

て、本市においても、市民の皆様に広く知っていただけるよう

情報発信を行ってまいります。 

　また、市内で設置される再生可能エネルギー設備が地域と共

生した普及が図られるよう、国が定めている法令やガイドライ

ンを補完する条例について、令和７年度中の制定を目指して検

討を進めてまいります。 
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（循環型社会の形成） 

　環境に配慮した再資源化処理の推進につきましては、現在、

食品トレーなどにリサイクルしているペットボトルを、民間企

業との連携により、使用済ペットボトルを新たなペットボトル

に再生する「ボトル to ボトル水平リサイクル」を開始いたし

ます。地球温暖化対策に寄与するとともに、ペットボトルのリ

サイクルを明確にし、循環型社会の構築に向けた市民意識の醸

成を図ってまいります。 

 

（７）参画・協働・行財政 

　次に「参画・協働・行財政分野」についてであります。 

 

（地域コミュニティの育成） 

　地域づくり推進事業につきましては、地域のにぎわいづくり

に取り組む団体に対し、安来市地域づくり支援事業補助金を創

設し、多くの皆様にスポーツや音楽、次代へ向けた文化の継承

など、様々なイベント企画に活用いただいております。近年、

人口減少・高齢化などに起因する諸課題の解決に向けた活動に

活用されることも多く、地域の未来像を描き、その実現に向け

取り組もうとする動きが各地区で進んでいるものと期待して

いるところです。引き続き各地区で芽吹きつつある地域づくり

の取組事例などを各地区と共有しながら、今後もご活用いただ

ける制度・事業となるよう、取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 
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（行政経営の推進） 

　ペーパーレス議会・会議の導入につきましては、ＤＸ推進計

画の個別施策の一つとして掲げており、ペーパーレス議会を先

行し、市議会議員選挙後の令和７年１１月開会会議から導入す

る予定としております。ペーパーレス化を推進することで、議

会運営においての利便性の向上や印刷経費等の費用削減を図

ってまいります。 

　電子決裁・文書管理システムにつきましては、令和７年４月

１日からはシステムの本稼働を行い、文書管理等の正確かつ効

率的な運用を図ってまいります。 

　総合行政システムにつきましては、現在、全国の自治体が行

っている住民基本台帳などの２０業務システムについて、令和

７年度末までに国が示す標準仕様に準拠したシステムに切り

替え、国が用意するクラウドサーバ上に移行し運用することと

されております。安来市では対象となる２０業務システムのう

ち、１８業務を令和７年１１月に、残りの２業務を令和８年２

月に本番稼働させることとしており、計画的に移行作業を進め

てまいります。 

　また、地形図や航空写真・道路網図などの各種の地理情報を

共有する統合型ＧＩＳを構築しましたので、令和７年４月から

市道や都市計画用途地域の情報、ハザードマップなどの地理情

報を自宅のパソコンやスマートフォン等で確認いただくこと

が可能となります。引き続き、デジタルの活用などによる、市

民の皆様の利便性の向上に努めてまいります。 

　公共施設使用料等につきましては、受益者負担を原則として
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おり、物価高騰・労務費の上昇に対応し、使用料等の見直しを

検討してまいります。 

 

今回提案いたします案件は、議決案件５０件、同意案件１件、

諮問案件１件であります。諸議案の詳細につきましては、副市

長以下担当職員に説明させることといたしておりますので、ご

審議の程、よろしくお願い申し上げます。 

 


